
人
事
院
は
八
月
八
日
、

国
家
公
務
員
の
給
与
改
定

等
の
勧
告
を
出
し
ま
し
た
。

公
務
員
は
人
事
院
及
び

人
事
委
員
会
が
民
間
企
業

の
賃
金
手
当
等
を
調
査
し

公
務
員
賃
金
の
勧
告
を
し

ま
す
。
勧
告
に
基
づ
い
て

当
局
案
が
示
さ
れ
労
使
交

渉
を
実
施
。
妥
結
を
経
て

国
会
・
県
議
会
で
承
認
を

得
て
決
ま
り
ま
す
。

一
九
六
四
年
、
当
時
の

池
田
首
相
と
太
田
総
評
議

長
の
政
府
と
労
働
組
合
ト
ッ

プ
の
会
談
で
現
行
の
民
間

企
業
調
査
の
企
業
規
模
一

〇
〇
人
以
上
の
比
較
方
法

改
善
が
図
ら
れ
ま
し
た
。

不
当
に
も
、
人
事
院
は
そ

の
比
較
企
業
の
規
模
を

「
政
労
交
渉
」
を
行
わ
ず

に
一
方
的
に
「
五
〇
人
以

上
」
に
引
き
下
げ
て
官
民

比
較
を
行
い
ま
し
た
。

〇
六
春
闘
で
は
景
気
の

回
復
基
調
で
自
動
車
・
電

気
な
ど
大
企
業
各
社
の
五

年
ぶ
り
の
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ

や
冬
・
夏
の
ボ
ー
ナ
ス
改

善
な
ど
賃
上
げ
に
向
け
た

明
る
い
兆
し
が
見
え
て
い

ま
し
た
。
企
業
規
模
一
〇

〇
人
以
上
な
ら
ば
月
例
給

で
一
．
一
二
％
、
四
二
五

二
円
、
特
別
給
で
〇
．
〇

五
月
加
算
に
な
っ
た
も
の

を
、
「
五
〇
人
以
上
」
へ

の
引
き
下
げ
で
ベ
ー
ス
ア
ッ

プ
は
ゼ
ロ
、
ボ
ー
ナ
ス
の

改
善
も
見
送
ら
れ
ま
し
た
。

こ
れ
は
給
与
引
き
下
げ
を

意
図
し
た
勧
告
と
言
っ
て

も
言
い
す
ぎ
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。

人
事
院
勧
告
は
、
地
方

公
務
員
を
は
じ
め
、
教
職

員
、
独
立
行
政
法
人
職
員
、

福
祉
施
設
職
員
（
保
育
士
・

介
護
士
）
、
医
療
機
関
職

員
（
医
師
・
看
護
師
・
医

療
技
師
）
の
給
与
に
止
ま

ら
ず
、
公
的
年
金
・
生
活

保
護
費
に
も
影
響
す
る
も

の
で
す
。
公
務
関
係
の
給

与
が
抑
え
ら
れ
れ
ば
、
民

間
の
給
与
に
も
連
動
し
ま

す
。
給
与
構
造
の
見
直
し

で
、
若
年
層
の
生
活
は
厳

し
さ
を
増
す
ば
か
り
で
す
。

団
塊
世
代
は
退
職
後
の
生

活
に
不
安
が
募
り
ま
す
。

十
月
に
は
県
人
事
委
員

会
の
勧
告
が
あ
り
ま
す
。

県
人
事
委
員
会
と
県
当
局

へ
の
署
名
に
も
取
り
組
み

ま
す
。
み
な
さ
ん
の
ご
協

力
を
お
願
い
し
ま
す
。
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月例給、ボーナスとも本年は水準改定なし
①官民給与の較差１８円（０．００％）が極めて小さく、

月例給の水準改定を見送り

②期末・勤勉手当（ボーナス）は民間の支給割合とおおむ

ね均衡し、改定なし

③少子化対策・子育て支援で改善

○扶養手当の改善。第３子以降の手当を１０００円引き上

げ。 （現行月額５０００円→６０００円）

○育児のための短時間勤務。小学校就学するまでの年齢の

子を養育するために短時間勤務を請求できる。公務運営

に支障が無ければ承認する。

１日４時間（週２０時間）１日５時間（週２５時間）

週２日半（週２０時間）週３日（２４時間）の４コース

から選択し決める。

後補充のため任期付短時間勤務職員を任用。

④育休者の復職時調整を１／２から２／２に改善。

部分休業の名称を「育児時間（仮）」に変更。

対象の子の年齢を３歳から小学校就学始期に改善。

⑤広域異動手当の新設

６０km以上３００km未満の異動に３％（０７年度は２％）

支給。３年間支給。

教
師
用
指
導
書
に
つ
い

て
（
指
導
一
課
）

◇
今
年
度
は
年
度
内
に
学
校

の
希
望
を
調
査
す
る
。
要
望

に
添
え
る
よ
う
に
し
た
い
。

◇
児
童
用
白
地
図
作
業
帳
は

各
校
に
Ｃ
Ｄ
で
配
布
す
る
。

割
振
変
更
簿
の
導
入
（
教

職
員
課
）

◇
（
政
令
市
の
神
戸
市
・
仙

台
市
・
静
岡
市
が
変
更
簿
を

使
っ
て
い
る
こ
と
を
示
し
追

求
す
る
と
）
「
研
究
」
か
ら

一
歩
踏
み
出
す
。

少
人
数
サ
ポ
ー
ト
臨
時

教
員
の
待
遇
改
善
（
教
職

員
課
）

◇
各
校
の
校
長
に
意
見
を
聞

い
て
七
時
間
か
ら
五
時
間
に

し
た
。
今
後
全
校
に
配
置
を

考
え
て
い
る
。
時
間
を
増
や

す
こ
と
は
あ
っ
て
も
四
時
間

に
減
ら
す
こ
と
は
な
い
。

「
新
任
学
年
主
任
等
研

修
（
推
薦
）
」
の
中
止

を
（
研
究
所
）

「
近
い
将
来
学
年
主
任
と
し

て
活
躍
す
る
こ
と
が
期
待
さ

れ
る
者
」
は
必
要
な
い
。

「
選
考
願
」
の
「
特
筆
す
べ

き
研
修
歴
」
は
不
要
。
校
長

推
薦
の
選
考
基
準
が
曖
昧
。

◇
幹
部
候
補
養
成
を
意
図
し

た
も
の
で
は
な
い
。
今
年
度

は
新
任
学
年
主
任
一
九
人
、

そ
の
他
が
一
〇
人
参
加
し
て

い
る
。
通
知
文
書
の
表
現
悩

ん
で
い
た
。

【
訂
正
】

さ
い
た
ま
市
教
組
新
聞
一
〇

四
号
の
記
事
に
間
違
い
が
あ

り
ま
し
た
。
訂
正
致
し
ま
す
。

・
小
見
出
し
「
プ
ロ
グ
ラ
ム

は
通
知
票
に
書
く
よ
う
に
支

持
し
て
な
い
」
は
「
指
示
」

の
誤
植
で
す
。
ま
た
分
別
ゴ

ミ
回
収
は
浦
和
地
区
も
実
施

す
る
こ
と
が
判
明
し
ま
し
た
。

人事院が民間企業の賃

金手当等調査

↓

勧告

↓

国公労連と総務省交渉

↓

妥結

↓

閣議決定

↓

国会承認

↓

賃金手当等決定

人事委員会が県内民間

企業の賃金手当等調査

↓

勧告

↓

地公労と県当局、埼教

連と教育局で交渉

↓

妥結

↓

県議会承認

↓

賃金手当等決定


